
 個個人人県県民民税税（（個個人人のの県県民民税税））

【【納納めめるる人人】】
毎年１月１日（賦課期日）現在　※

(１) 県内に住所がある個人 ･･･････････････････････････････････････････････････････ 均等割・所得割
(２) 県内に事務所・事業所や家屋敷があり、その所在する市や町に住所がない個人･･･ 均等割

※課税や納税の事務は、個人の市町村民税と一緒に市町で行っています。
 　

【【納納めめるる額額】】
(１) 均等割 ････････････････････ 1,500円

うち500円は「いしかわ森林環境税」分です。

(２) 所得割 ････････････････････ 課税所得金額の４％

【【非非課課税税】】 個人県民税が非課税となるのは、次の場合です。　

 (１) 生活保護法の規定により生活扶助を受けている場合
 (２) 障がい者、未成年者、寡婦又はひとり親で前年中の合計所得金額が135万円以下の場合
　前年中の合計所得金額が、市町の条例で定める次の金額以下の場合

①　金沢市の場合
・同一生計配偶者又は扶養親族がいる場合

32万円×(同一生計配偶者及び扶養親族の合計人数＋1)＋19万円 ＋10万円 
・同一生計配偶者及び扶養親族がいない場合　　32万円＋10万円

②　小松市の場合
・同一生計配偶者又は扶養親族がいる場合

31.5万円×(同一生計配偶者及び扶養親族の合計人数＋1)＋18.9万円＋10万円

・同一生計配偶者及び扶養親族がいない場合　　31.5万円＋10万円
③ その他の市町の場合

・同一生計配偶者又は扶養親族がいる場合
28万円×(同一生計配偶者及び扶養親族の合計人数＋1)＋16.8万円 ＋10万円 

・同一生計配偶者及び扶養親族がいない場合　　28万円＋10万円
　前年中の総所得金額等が、次の金額以下の場合

・同一生計配偶者又は扶養親族がいる場合
35万円×(同一生計配偶者及び扶養親族の合計人数＋1)＋32万円 ＋10万円 

・同一生計配偶者及び扶養親族がいない場合　　35万円＋10万円

【【所所得得割割のの計計算算方方法法】】

※県民税４％、市町村民税６％

（注）　退職金などの退職所得と土地や建物を売った場合などの譲渡所得については、他の所得と区分して課税されます。

　県民税は、県の仕事に必要な費用を広く県民のみなさんからその能力に応じて負担していただ
くもので、個人県民税、法人県民税、利子等に係る県民税、配当等に係る県民税及び株式等譲渡
所得に係る県民税に分かれます。また、県民税は市町村民税と併せて住民税とも呼ばれます。

区　　分 要　　　　　件
均等割も所得割
もかからない方

均等割がかから
ない方

また、市町及び県が実施する森林の整備及びその促進に関する施策
の財源を確保するため、森林環境税（国税）として令和6年度より年額
1,000円が課税されています。

＝ 課税所得金額

税率※ － 税額控除額 ＝ 所所得得割割額額

－ 所得控除

課税所得金額 ×

所得割がかから
ない方

前年の
収入金額

－
必要経費(専従者控除を含む)

又は給与所得控除額

県税のあらまし
県　民　税

 個人県民税（個人の県民税） 個人県民税（個人の県民税）
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【【給給与与所所得得控控除除】】

■所得金額調整控除
　令和3年度分以後、次に該当する場合、給与所得に対して所得金額調整控除が適用されます。

■専従者控除

(1)　青色申告････････････ 青色事業専従者に支払われた適正な給与額
(2)　白色申告････････････ 事業専従者１人について次のいずれか低い方の金額

① 50万円（ただし、配偶者である事業専従者については86万円）
② 事業専従者控除前の所得金額 ÷（事業専従者数＋1）

【【所所得得控控除除】】

　次のいずれか多い方の金額
  (1)　（損失額※ － 保険金等により補てんされた額） －（総所得金額等 × 1/10）
  (2)　（災害関連支出の金額 － 保険金等により補てんされた額） － ５万円
  ※　損失額＝損害金額＋災害関連支出の金額

  (2)(支払ったスイッチOTC医薬品購入費－保険金等により補てんされた額)－ 12,000円

までに購入した場合 [限度額88,000円] 

  (1)　平成24年1月1日以後に締結した保険契約等（新契約）に係る控除

　[それぞれの適用限度額28,000円、最高限度額70,000円]

  (2)　平成23年12月31日までに締結した保険契約等（旧契約）に係る控除

　[それぞれの適用限度額35,000円、最高限度額70,000円]

40,000円超　70,000円以下 支払った保険料×1/4＋17,500円

　旧契約を元とする「一般生命保険料控除」、「個人年金保険料控除」に関しては、次
により算出した額

支払った保険料の金額
15,000円以下 支払った保険料の金額
15,000円超　40,000円以下 支払った保険料×1/2＋7,500円

生命保険料控除額

支払った保険料×1/2＋6,000円
32,000円超　56,000円以下 支払った保険料×1/4＋14,000円
56,000円超 28,000円

　※ 「一般生命保険料控除」及び「個人年金保険料控除」について、新契約と旧契約の両方の
　　控除の適用を受ける場合は、それぞれの方法で計算した金額の合計額で28,000円を限度と
　　する。

スイッチOTC薬控除
(医療費控除の特例)

※ 検診・予防接種等を受けている個人が、平成29年1月1日から令和8年12月31日

社会保険料控除 　支払った金額

小規模企業共済等掛金控除 　支払った金額

70,000円超　 35,000円

生命保険料控除

　「一般生命保険料控除」、「介護医療保険料控除」、「個人年金保険料控除」は、次
により算出した額

支払った保険料の金額 生命保険料控除額
12,000円以下 支払った保険料の金額
12,000円超　32,000円以下

雑損控除

医療費控除
　次のいずれかのみ適用を受けることができます。
  (1)  （支払った医療費 － 保険金等により補てんされた額） －
　　 （総所得金額等×５％又は10万円のいずれか少ない方の額） [限度額200万円]

2
　給与所得控除後の給与等の金額（A）及び公的年金
等に係る雑所得の金額（B）がある給与所得者で、その
合計額が10万円を超える方

{（A)+(B）}※－10万円
　※最大10万円を給与控除から控除。上記1の所得金額調整控除
　の適用がある場合は、その適用後の給与所得金額から控除。

　事業主と生計を一にする15歳以上の親族で専らその事業に従事する方がいる場合には、次の金額が必
要経費とされます。

種　　　類 控　　　除　　　額

適　用　対　象　者 調　整　控　除　額

1

　給与等の収入金額が850万円を超える方で次のいず
れかに該当する場合

（給与等の収入金額※－850万円）×10％
　※給与等の収入金額が1,000万円超の場合は、1,000万円
　から850万円を控除した金額に10％を乗じる。  (1)　本人が特別障がい者に該当する

  (2)　23歳未満の扶養親族を有する

  (3)　特別障がい者である同一生計配偶者もしくは
　　　 扶養親族を有する

660万円超 850万円以下 収入金額　　×　　10％ ＋　　 110万円

850万円超 195万円

180万円超 360万円以下 収入金額　　×　　30％ ＋　  　  8万円

360万円超 660万円以下 収入金額　　×　　20％ ＋ 　　 44万円

給与等の収入金額 給与所得控除額
162万5,000円以下 55万円

162万5,000円超 180万円以下 収入金額　　×　　40％ －　  　10万円
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　その年に支払った保険料の金額に応じて、次により算出した額

  (1)　地震保険料

支払った保険料の金額 × 1/2 　[限度額25,000円]

  (2)　旧長期損害保険料

（平成18年12月31日以前に締結した長期損害保険契約等） 　[限度額10,000円]

  (3)　上記(1)と(2)の両方がある場合

それぞれの控除額の合計額 ［限度額25,000円］

　本人・同一生計配偶者・扶養親族が障がい者の場合 ･･････ 26万円

上記のうち特別障がい者については ･･････････････････ 30万円

　同一生計配偶者・扶養親族が同居特別障がい者の場合･･････ 53万円

　本人が寡婦 ･････････ 26万円

※扶養親族である子がいない、かつ、前年の合計所得金額が500万円以下の方

　本人がひとり親 ･････････ 30万円

　本人が勤労学生 ････････････ 26万円

　配偶者の前年の合計所得金額に応じた金額 ［限度額33万円］

　一般扶養親族( 0歳以上16歳未満) ････ 控除なし

　一般扶養親族(16歳以上19歳未満) ････ 33万円

　特定扶養親族(19歳以上23歳未満)　 ････ 45万円

　一般扶養親族(23歳以上70歳未満) ････ 33万円

　70歳以上の扶養親族 ････ 38万円

　70歳以上の同居の親等　 ････ 45万円

　納税義務者の前年の合計所得金額が

2,400万円以下の場合 ････ 43万円

2,400万円超 2,450万円以下の場合 ････ 29万円

2,450万円超 2,500万円以下の場合 ････ 15万円

基礎控除

※ 本人の前年の合計所得金額が1,000万円以下で、生計を一にする配偶者の前年の合計
所得金額が48万円以下の場合に限ります。

配偶者特別控除
※ 本人の前年の合計所得金額が1,000万円以下で、生計を一にする配偶者の前年の合計

所得金額が133万円以下の場合に限ります。

※ 配偶者が控除対象配偶者である場合は、配偶者特別控除の適用はありません。

26万円 13万円

扶養控除

※ 生計を一にする親族の前年の合計所得金額が48万円以下の場合に限ります。

勤労学生控除 ※ 前年中、自己の勤労に基づく給与所得が有り、合計所得金額が75万円以下で、そのうち
自己の勤労によらない所得の合計額が10万円以下の場合に限ります。

配偶者控除

納税義務者の合計所得金額

900万円以下
900万円超
950万円以下

950万円超
1,000万円以下

控除額
一般の配偶者 33万円 22万円 11万円

70歳以上の配偶者 38万円

障がい者控除

寡婦控除

ひとり親控除 ※ 婚姻歴の有無や性別にかかわらず、生計を一にする子（前年の総所得金額等が48万円
以下）を有する単身者、かつ、前年の合計所得金額が500万円以下の方

種　　　類 控　　　除　　　額

地震保険料控除 支払った保険料の金額 地震保険料控除額

5,000円以下 支払った保険料の金額

5,000円超　15,000円以下 支払った保険料×1/2＋2,500円

15,000円超 10,000円
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【【税税額額控控除除】】

　(1)　個人住民税の課税所得金額が200万円以下の場合

次のいずれか少ない方の金額の５％（県民税２％、市町村民税３％）を控除

①人的控除額の差の合計額

②課税所得金額

　(2)　個人住民税の課税所得金額が200万円超の場合

｛人的控除額の差の合計－（課税所得金額－200万円）｝ × ５％

（県民税２％、市町村民税３％）

　ただし、この額が2,500円未満の場合は2,500円とします。

　※令和3年度以後、合計所得金額が2,500万円を超える方は適用されません。

【【申申告告とと納納税税】】 　個人市町村民税と一緒に市や町で行います。
■■申申告告

■納納税税

※　退職者については、退職手当の支払の際に支払者が退職手当から差し引いて納めます。

寄附金税額控除 　詳しくは12ページをご覧ください。

※　介護保険料が年金から引き落としされていない方、引き落とされる税額が老齢基礎年金等の額を超える方
　 などは、特別徴収の対象となりません。

※　公的年金から特別徴収されるのは、年金所得の金額から計算した県民税額のみです。給与所得や事業所得
　 などの金額から計算した県民税額は、給与からの特別徴収又は納税通知書により納めます。

・申告期限は３月15日です。

・給与所得のみの人は申告書を提出する必要はありませんが、前年中に火災や盗難にあったこと
　による雑損控除又は自分や家族が病気にかかったことによる医療費控除を受けようとする場合
　には、期限までに申告書を提出してください。

・給与所得者以外の所得者については、一般的には６月、８月、10月及び翌年の１月の４回に分
　けて、市町から送られる納税通知書によって納めます。

・４月１日現在65歳以上の公的年金受給者については、公的年金支給時（年６回）に年金から特
　別徴収されます。

・所得税の確定申告書を提出した場合は、個人県民税の申告書を提出する必要はありませんが、
　所得税の確定申告書第二表「住民税・事業税に関する事項」欄の該当事項は必ず記載してくだ
　さい。

・給与所得者は、６月から翌年５月までの12回に分けて、毎月の給与から徴収（天引き）されま
　す。

種　　　類 控　　　除　　　額

調整控除

　税源移譲による所得税と個人住民税の人的控除(扶養控除、基礎控除等)の差から生
ずる負担増を調整するため、次により算出した額を所得割額から控除します。

住宅借入金等
特別税額控除

　平成21年から令和７年12月までに住宅に入居した方について、所得税から控除しき
れなかった住宅ローン控除額を翌年度の住民税から控除します。
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県県内内にに住住むむササララリリーーママンンＡＡささんんのの県県民民税税はは？？
○ 家族構成 　本人（45歳）、妻（42歳）、子供２人（中学生（14歳）１人、高校生（17歳）１人）
○

（計算方法）
○均等割額は、 です。
○所得割額は、

－ ＝

－ ＝

× ＝ 計

－ ≒

したがって、Ａさんの納める個人県民税は、
＋ ＝ となります。

なお、個人県民税のほかに個人市町村民税も課税されます。

※調整控除の計算
国から地方への税源移譲に伴う所得税と個人住民税の人的控除額の差を調整するための控除
　人的控除額

・配偶者控除 － ＝ ･････････　①

・扶養控除 － ＝ ･････････　②

・基礎控除 － ＝ ･････････　③

－ ＝　2,160円
（県民税2%）

（注1）計算後の調整控除額が個人市町村民税分とあわせて2,500円未満の場合は、

 　2,500円(県民税1,000円、市町村税1,500円)となります。

（注2）課税所得金額により調整控除の計算が変わります。

退退職職金金ににかかかかるる個個人人県県民民税税（（所所得得割割））のの求求めめ方方

退職所得控除額を控除した残額のうち300万を超える部分については適用がありません。

退退職職所所得得控控除除額額のの求求めめ方方
(１) 通常の退職の場合

勤続年数が20年以下の場合 ･････ 40万円 × 勤続年数
勤続年数が20年を超える場合･････ 70万円 × （勤続年数－20年） ＋ 800万円

(２) 障がい者になったことに直接起因して退職した場合
･････ （(１)によって計算した金額） ＋ 100万円

（例）今年の８月に勤続24年５月で退職し、その際2,000万円の退職金を受けた場合

50,000円

(控除額の差）

　（所得税の控除額） (控除額の差）

480,000円 430,000円 50,000円

(控除額の差）

50,000円

 （個人県民税の控除額）

 （個人県民税の控除額）

330,000円

(課税所得金額) (税率)

 （個人県民税の控除額）

参参考考１１

参参考考２２

5,000,000円

1,500円 79,500円 8811,,000000円円
（均等割額） （所得割額）

　（所得税の控除額）

　（所得税の控除額）

380,000円 330,000円

380,000円

（ 20,000,000円－11,500,000円 ） ×
1

× 4%  ＝ 170,000円
2

80万円に満たない
場合には80万円

（人的控除額の差（①＋②＋③）） （課税所得金額－200万円）

1
2

税額　＝（退職金－退職所得控除額） ×

(注2)　令和4年1月1日以後、勤続年数が5年以下の役員等以外の退職金において、

｛（50,000円＋50,000円＋50,000円） （2,042,000円－2,000,000円）｝ 　×　2％

（注）　勤続年数に１年未満の端数がある場合は、切り上げとなります。

(注1)　役員等としての勤続年数が５年以下である方が支払を受ける退職金については適用がありません。

   × 税率

※100円未満切り捨て

1,518,000円
(調整控除前所得割額)

（給与所得控除額） (所得金額）

2,042,000円 4% 81,680円

(所得金額)

330,000円

330,000円

430,000円

(収入金額)

81,680円 2,160円 7799,,550000円円
(調整控除前所得割額) (調整控除※) (調整控除後所得割額)

前年の給与500万円、社会保険料40万円、生命保険料10万円（平成24年１月１日以後に締結した
新契約に係るもの）、妻の所得なし

11,,550000円円
400,000円
28,000円

(所得控除) （課税所得金額）

所所得得控控除除のの内内訳訳

社会保険料控除
生命保険料控除
配偶者控除
扶養控除
　　（0円＋330,000円）
基礎控除

3,560,000円 1,518,000円 2,042,000円

1,440,000円 3,560,000円

(注1)

（税率）

(注2)
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11　　都都道道府府県県・・市市区区町町村村にに対対すするる寄寄附附金金（（いいわわゆゆるる「「ふふるるささとと納納税税」」））

■■ふふるるささとと納納税税のの例例 ■■軽軽減減額額のの計計算算
【【個個人人住住民民税税ででのの軽軽減減額額】】（（税税額額控控除除））

（1）基本控除

（2）特例控除（注2）

【【所所得得税税ででのの軽軽減減額額】】（（所所得得控控除除））

２２　　そそのの他他のの個個人人住住民民税税のの控控除除対対象象ととななるる寄寄附附金金
（１）石川県共同募金会・日本赤十字社石川県支部に対する寄附金

（２）石川県や県内市町が条例で指定する寄附金

ア　石川県が条例で指定した寄附金（個人県民税分）

　 　石川県が条例で指定した控除対象寄附金は、所得税の寄附金控除の対象となる寄附金（公益

法人、学校法人、社会福祉法人、認定ＮＰＯ法人等に対する寄附金）のうち、県内に事務所を有する

法人・団体に対する寄附金です（当該事務所で収納したものに限ります）。

イ　県内市町が条例で指定した寄附金（個人市町村民税分）

     県内各市町の個人市町村民税の控除対象寄附金の指定状況については、お住まいの市町の

住民税担当課へお問い合わせください。

　・石川県が指定した寄附金は４％

　・県内市町が指定した寄附金は６％

　  したがって、石川県と県内市町双方が指定した寄附金は10％となります。

特例控除額

個
人

住
民
税

所得税率は寄附者の所得によって異なります（5
～45％）。
また、平成25年分から令和19年分までは、所得税
率に復興特別所得税率（2.1％）を乗じて得た率を
加算して計算します。

合計で68,000円が軽減されます。

（注2）

（注3）

特例控除額の上限は、個人住民税の所得割額の
20％の金額です。
また、特例控除は総務大臣が指定した地方公共
団体に対して寄附した場合に適用されます。

▲6,942円

　 なお、「（２）石川県や県内市町が条例で指定する寄附金」の基本控除額の計算において、乗じる率は
次のとおりです。

　「ふるさと」に貢献したい、「ふるさと」を応援したいという納税者の思いを活かすことができ
るよう、地方公共団体（都道府県や市区町村）に対する寄附金のうち、2,000円を超える部分につ
いては、個人住民税や所得税が軽減されます。

※基本控除は、ふるさと納税以外の寄附金についても適用されます。

（寄附金－2,000円）×

※Ａさんの所得税率は10％、個人住民税所得
割額は35万円として計算しています。

▲68,000円

（90％－寄附者に適用される所得税率（注3））
寄寄附附額額

税税のの軽軽減減額額

70,000円
（寄附金－2,000円）×

（寄附金（注1）－2,000円）×10％

　年収700万円の給与所得者Ａさん（石川
県在住、夫婦と子供２人の世帯）が、Ｂ県
に70,000円を寄附した場合

負負担担額額 2,000円

寄附者に適用される所得税率（注3）

総所得金額の30％が限度です。
また、複数の地方公共団体やその他の団体に寄
附を行った場合は、その寄附金の合計額で計算
します。

（注1）

▲54,258円

▲6,800円

※

所得税及び
復興特別所得税

基本控除額

※平成26年度から令和20年度までは、復興特
別所得税を考慮して控除額を計算します。

内
　
訳

個人住民税の寄附金控除

― 12 ―



３３　　寄寄附附金金控控除除をを受受けけるるたためめのの手手続続

■特例が適用されるまでの流れ

①寄附

②受領証明書発行

①寄附・申請書の提出

②受領証明書発行

　寄附金控除を受けるためには、寄附をされた方が、寄附先の発行する受領証明書（領収書）等を
添えて、毎年１月１日から12月31日までに行った寄附について、翌年３月15日までに住所地を管轄
する税務署で所得税の確定申告をしていただく方法のほか、給与所得者等確定申告が不要な方でふ
るさと納税先が５団体以内の場合については、寄附をする際に、寄附先へ申請書を提出することに
よって、所得税控除分相当額を含めて個人住民税からの控除を受けることができます。（ふるさと
納税ワンストップ特例）

寄附先 寄附者

③通知

お住まいの市町
（地方公共団体等） （納税者）

④税金の軽減

または

最寄りの税務署
又は

お住まいの市町

寄附先
③申告

（地方公共団体等） ④税金の軽減

寄附者

（納税者）
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●●  特特別別徴徴収収制制度度ととはは

●●  特特別別徴徴収収事事務務のの流流れれ

税額の計算・決定
①給与支払報告書の提出

③税額の通知

(税額決定通知書の配付)

②税額の通知（５月31日まで）

④税額の徴収（給与天引き）

(６月から翌年５月までの給与支払日) 　⑤税額を納入(翌月の10日まで)

　特別徴収はしなければならないのですか。

　従業員も少なく、特別徴収に関する事務をする余裕がないのですが。
　個人住民税の特別徴収は、事業主が行うべき法律上の義務とされていますので、ご理解いただきますようお願いします。
・
・
・

　アルバイトやパートも「特別徴収」をする必要がありますか。

　普通徴収が認められる場合はありますか。

Ａ 総従業員数が２人以下（Ｂ～Ｆの理由に該当するすべての従業員数を除いた人数）

Ｂ 他の事業所で特別徴収をされている方（乙欄適用者）

Ｃ 給与が少額で、特別徴収税額の引き去りができない方

Ｄ 給与の支払が不定期な方（給与の支払が毎月ではない方）

Ｅ 個人事業主の事業専従者で、専従者給与を受けている方

Ｆ 退職者・退職予定者（５月末まで）及び休職者（４月１日現在で給与の支払を受けていない休職者に限る）

③納税者へ税額を通知（税額決定通知書の配布）
④従業員の毎月の給与から税額を徴収

⑤従業員の給与から徴収（給与天引き）した個人住民税は、給与支給の翌月10日までに市
町から送付された納入書により市町へ納めてください。

１月下旬
　（１月31日まで）

６月から翌年５月まで

従従業業員員のの個個人人住住民民税税はは、、事事業業主主のの特特別別徴徴収収がが法法律律でで義義務務づづけけらられれてていいまますす！！

　事業主が従業員に代わって、毎月の給与から個人住民税（市町村民税＋県民税）を給与天引きにより
徴収し、従業員の住所地の市町に納入する制度です。
　地方税法には「給与所得者である場合、個人住民税は、特別徴収の方法によって徴収する」（321条
の3）、「所得税を徴収して納付する義務のある者を特別徴収義務者として指定し、これに徴収させな
ければならない」（321条の4）と規定されており、
事業主や従業員の希望により「特別徴収」か「普通徴収」かを選選択択すするるここととははででききなないい制度になっています。
　県県内内全全市市町町がが、、原原則則、、すすべべててのの事事業業主主のの方方をを特特別別徴徴収収義義務務者者ととししてて指指定定ししてていいまますす。。
　　ここれれにによよりり、、事事業業主主のの方方はは、、従従業業員員のの方方のの個個人人住住民民税税をを特特別別徴徴収収（（給給与与天天引引きき））ししてていいたただだくくここととににななりりまますす。。

①給与支払報告書を、毎年１月31日までに従業員の住所地の市町に提出してください。

５月中旬から下旬
　（５月31日まで）

②従業員の住所地の市町から事業主あてに「特別徴収税額の決定通知書」が送付されま
す。

Ａ２

給与支給の翌月10日

給給与与所所得得者者 給給与与支支払払者者 市市役役所所・・町町役役場場
(納税義務者) (特別徴収義務者)

特特別別徴徴収収　　QQ&&AA
Ｑ１
Ａ１ 　地方税法第321条の4及び各市町の条例により、従来から、原則として所得税の源泉徴収義務のある事業主は、従業員の

個人住民税を特別徴収しなければならないこととされています。

Ｑ２

(１月31日まで)

Ａ３ 　雇用形態に関わらず、所得税を源泉徴収されている従業員（アルバイトやパートを含む。）については、個人住民税につい
ても特別徴収していただく必要があります。

個個人人住住民民税税のの特特別別徴徴収収にに関関すするる具具体体的的なな手手続続等等ににつついいててはは、、従従業業員員のの住住所所地地のの
市市役役所所・・町町役役場場のの住住民民税税担担当当課課ままででおお問問合合せせくくだだささいい。。（（連連絡絡先先はは5522ペペーージジををごご覧覧くくだだささいい））

個人住民税の特別徴収を実施しても、所得税のように税額を計算したり、年末調整をする手間はかかりません。

特別徴収をすると、従業員が納税のために金融機関や市町の窓口に出向く手間が省けます。

従業員が常時10人未満の事業所等は、市町長の承認を受けて特別徴収税額の年12回の納期を年2回にする「納期の特例」制度（給与天
引きは毎月実施）がありますので、該当する場合は、関係市町にご相談ください。

Ｑ３

Ａ４ 　以下の基準に該当する場合は、当面、例外的に普通徴収が認められますので、市町にお申出ください。
Ｑ４

石川県内のすべての市町は、個人住民税の特別徴収完全実施に取り組んでいます。

個人住民税の特別徴収のお知らせ個人住民税の特別徴収のお知らせ
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  法法人人県県民民税税（（法法人人のの県県民民税税））

【【納納めめるる人人】】

【【納納めめるる額額】】

(1)

(3)
(4)

(5)

・適用期間…令和８年１月31日までの間に終了する事業年度分
・超過税率…0.8％（ただし、令和３年２月１日から令和５年１月31日までの間に終了する事業年度分については0.4％）

区区　　　　　　　　　　　　　　　　分分 均均等等割割 法法人人税税割割

法人

県内に事務所・事業所を有する場合 ○ ○

県内に事務所・事業所を有しないが、
県内に寮など(寮、宿泊所、クラブ等)を有する場合

○ －

公共法人 県内に事務所・事業所を有する場合（注１） ○ －

公益法人等
県内に事務所・事業所
を有し、

収益事業（当該社団又は財団で収益事業を廃
止したものを含む。）又は法人課税信託の引受
けを行っている場合

○ ○

収益事業を行わない場合（注１）

個人
県内に事務所・事業所を有し、
法人課税信託の引受けを行うことにより、法人税が課される場合

－ ○

（注1）公共法人及び公益法人等については、地方税法の規定により非課税とされるものがあります。

○ －

法人でない社団又
は財団で代表者や
管理人の定めのあ
るもの

県内に事務所・事業所
を有し、

収益事業（当該社団又は財団で収益事業を廃
止したものを含む。）又は法人課税信託の引受
けを行っている場合（注２）

○ ○

収益事業を行わない場合 － －

(2) 人格のない社団等（法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めが
あり、かつ、収益事業を行うもの）
一般社団法人及び一般財団法人（非営利型法人を除く）
資本金の額（又は出資金の額）を有しない法人（保険業法に規定する相互会
社を除く）
資本金等の額が１千万円以下の法人

（注2）法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあり、かつ、収益事業を行うもの（当該社団又は財団で収
益事業を廃止したものを含む。）又は法人課税信託の引受けを行うものは法人とみなされます。

区区　　　　　　　　　　　　　　　　分分 納納めめるる税税額額 うち「いしかわ森
林環境税」分

均均
等等
割割

21,000円 1,000円

公共法人及び公益法人等

2,500円
資本金等の額が １億円 を超え、 10億円 以下の法人 136,500円 6,500円
資本金等の額が １千万円 を超え、 １億円 以下の法人 52,500円

区区　　　　　　　　　　　　　　　　分分 納納めめるる税税額額
事事業業年年度度のの開開始始日日

平平成成2266年年
1100月月１１日日以以後後

27,000円
資本金等の額が 50億円 を超える法人 840,000円 40,000円
資本金等の額が 10億円 を超え、 50億円 以下の法人 567,000円

令令和和元元年年
1100月月１１日日以以後後

（（注注１１））

※ 平成26年９月30日以前に開始した事業年度に係る税率については、金沢県税事務所にお問い合わせください。
※

（注1）

石川県においては、法人県民税法人税割について、地方税法に規定された標準税率に加えて超過税率を採用しています
（昭和51年２月１日以後に終了する事業年度分より）。

資本金の額（又は出資金
の額）が１億円以下の法人
など

法人税額が
年額１千万円以下の法人

法人税額 ×

法人税額が
年額１千万円を超える法人

法人税額

法法
人人
税税
割割

資本金の額（又は出資金の額）が1億円を超える法人、保険業法
に規定する相互会社

法人税額 ×

×

令和３年２月１日から令和５年１月31日までの間に終了する事業年度分については、新型コロナウイルス感染症等に
係る法人税割の税率の特例により、（）内の税率が適用されます。

4.0% 1.8%
（1.4%）

3.2% 1.0%

4.0% 1.8%
（1.4%）

・目的…人とものの交流が盛んな地域づくり、将来にわたり本県経済を支える強い産業づくり等に要する財源の一部に充てるため
※ 資本金等の額とは、法人税法第2条第16号又は同条第17号の２に規定する額(保険業法に規定する相互会社にあっては、純資

産額)をいいます。
なお、平成27年度税制改正により、『資本金等の額（無償増減資等を加減算した額）』と『資本金に資本準備金を加算した額』を
比較し、いずれか多い額が資本金等の額となりました（平成27年４月１日以後に開始する事業年度から適用。）。

法人県民税（法人の県民税）法人県民税（法人の県民税）
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【【分分割割基基準準】】

【【申申告告とと納納税税】】

  （（参参考考））　　地地方方法法人人税税（（国国税税））

出典：国税庁作成リーフレット「地方法人税が創設されました」（平成26年９月）

【【納納めめるる人人】】
　法人税（国税）の納税義務がある法人

【【納納めめるる額額】】
　各事業年度の所得に対する法人税額（所得税額や外国税額等の控除前）の10.3％
　　（納付額は全額地方交付税の原資となります。）

【【申申告告とと納納税税】】
　法人税と同じ時期に国（税務署）に申告し、納付します。

法人市町村民税及び法人県民税は法人税割のみ、それぞれ標準税率を表示しています。

さらなる税収の偏在是正

法人市町村民税
12.3％

法人市町村民税
6.0％

地方法人税
6.3％

法人県民税
5.0％

地方法人税
4.0％

法人県民税1.0％

法人県民税
3.2％

申告と納税などは、すべて法人事業税と併せて行います。

※ 電子申告と同時に、地方税共通納税システムによる電子納付をすることができます。
詳しくは、地方税共同機構のホームページ（https://www.eltax.lta.go.jp/）をご参照ください。

申申　　告告　　のの　　種種　　類類 納納めめるる税税額額 申申告告とと納納税税のの期期限限

　２以上の都道府県に事務所・事業所を設けている法人は、法人税割の課税標準の総額を下記の分割基準に
基づいて関係都道府県に分割したうえで税額を計算し、申告納付することとされています。

事業年度開始の日以後６か月
を経過した日から２か月以内仮決算に基づく中間申告

 （法法人人税税額額 × 税率） ＋ 均均等等割割額額予定申告の税額を超え
ない場合に限り選択可能

6
予定申告

前事業年度の
法法人人税税割割額額

× ++均均等等割割額額

一定の大法人等の場合、令和２年４月１日以後開始する事業年度に係る申告については、地方税ポータルシステム（eLTAX）に
よる電子申告で行うことが義務化されました。詳しくは、54ページの「地方税ポータルシステム（eLTAX）」をご参照ください。

(注) 会計監査人による監査などの理由によって決算が確定しない法人で、法人税において申告期限の延長が承認され、国の税務
官署において提出期限が指定された場合は、その指定された日が申告期限となります。

※

業　種 分割基準

全業種 従業者数

前事業年度
の月数

中中間間申申告告等等

事業年度が6か
月を超え、法人
税の中間申告

額が10万円を超
える普通法人

法人市町村民税
9.7％

地方法人税
2.6％

地方法人税
1.8％

平成26年10月1日以後

税収の偏在是正

法人住民税法人税割（地方税）と地方法人税（国税）の関係について　（イメージ図）

均等割額については、事務所等を有する期間に応じて月割計算で算定した税額を申告して納めます。

確確定定申申告告
［（法法人人税税額額　　×　税率）＋均均等等割割額額］］
     － 中間申告等により納付すべき額

事業年度終了の日から
２か月以内（注）

公公共共法法人人・・公公益益法法人人等等でで法法人人税税割割がが課課ささ
れれなないいもものの

    均均等等割割額額 毎年４月30日

　平成26年３月31日に公布された「地方法人税法（平成26年法律第11号）」により地方法人税が創設されました。
　これに伴い、平成26年10月１日以後に開始する事業年度から、法人税の納税義務のある法人は、地方法人税の納税義
務者となり、地方法人税確定申告書の提出が必要となります。
　なお、地方法人税確定申告書と法人税確定申告書を一つの様式としています（以下省略）

創設前
令和元年10月1日以後

【現行】

※ 清算中の法人に対する課税については、金沢県税事務所にお問い合わせください。
※

10.3%4.4%

（参考）地方法人税（国税）（参考）地方法人税（国税）
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  県県民民税税利利子子割割

　県民税利子割は、預貯金の利子等の支払を受ける際に課税されます。

【【納納めめるる人人】】
　県内の金融機関等から利子等の支払を受ける個人（金融機関等を通じて納めます。）

【【納納めめるる額額】】
　支払を受けるべき利子等の額の5％

　（所得税として別に15.315％が課税されます。）

【【利利子子等等ととはは】】
　次のものの利子、収益の分配、差益等をいいます。

(1) 預貯金、合同運用信託

(2) 私募公社債等運用投資信託等

(3) 懸賞金付預貯金等

【【申申告告とと納納税税】】
　金融機関等が、利子等の支払の際に徴収し、毎月分を翌月10日までに申告納入します。

【【非非課課税税】】
　次の方を対象に、一定の利子は非課税となります。

（非課税制度を利用する際には、金融機関等で手続を行ってください。）

【【市市町町へへのの交交付付】】
　県に納められた県民税利子割のうち59.4％は、県内の市町に交付されます。

【【参参考考　　法法人人にに係係るる利利子子割割のの廃廃止止】】

(4) 金融類似商品・・・定期積金、相互掛金、抵当証券、金貯蓄(投資)口座、外貨建預貯金、
 　　　　　　　　　　　　　一時払保険

対　　象 種　　類 限度額 内　　　容

※法人が納めた利子割額は、法人県民税（法人税割）との二重課税を調整するため、法人県民税の申告の
　際に、法人税割額から既に納めた利子割額が控除されます。控除しきれない場合は、還付されます。

350万円 国債、地方債

給与所得者
財形住宅貯蓄 合わせて

550万円
給与所得者の給料からの天引預金

障害者等

少額預金非課税制度
(マル優)

350万円
預貯金、合同運用信託、特定公募公社債等運用投資信託
及び一定の有価証券

少額公債非課税制度
(特別マル優)

財形年金貯蓄

非居住者が支払を受ける利子等

所得税において非課税とされる利子等

　平成25年度税制改正により、法人が平成28年1月1日以後に支払いを受ける利子等については利子
割課税の対象外となりました。 これに伴い、平成28年1月1日以後に支払いを受ける利子等から、県
民税法人税割との調整（※）は廃止されました。

県民税利子割県民税利子割
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  県県民民税税配配当当割割

　県民税配当割は、上場株式等の配当等について課税されます。

【【納納めめるる人人】】

【【特特定定配配当当等等ととはは】】
　次のものの配当等をいいます。

(1)　上場株式等

(2)　公社債投資信託以外の証券投資信託で公募によるもの（特定株式投資信託を除く。）の収益の分配

(3)　特定投資法人の投資口

特定目的信託 （公募に限る。）の社債的受益権

【【納納めめるる額額】】

（県民税配当割に加え、所得税として別に15.315％が課税されます。）

（注）

【【申申告告とと納納税税】】

【【市市町町へへのの交交付付】】
　県に納められた県民税配当割のうち59.4％は、県内の市町に交付されます。

  県県民民税税株株式式等等譲譲渡渡所所得得割割

【【納納めめるる人人】】

【【納納めめるる額額】】
　特定株式等譲渡所得金額の５％（所得税として別に15.315％が課税されます。）

【【申申告告とと納納税税】】

【【市市町町へへのの交交付付】】
　県に納められた県民税株式等譲渡所得割のうち59.4％は、県内の市町に交付されます。

　特定配当等の支払をする者が、特定配当等の支払の際に徴収し、毎月分を翌月10日までに申告納入しま
す。

　県民税株式等譲渡所得割は、源泉徴収選択口座(所得税において源泉徴収を選択した特定口座)内の
上場株式等の譲渡益について課税されます。

　県内に住所を有し、証券会社等に源泉徴収選択口座を開設し、上場株式等の譲渡益の支払を受ける個人
（証券会社等を通じて納めます。）

　証券会社等が、上場株式等の譲渡益の支払をする際に徴収し、年間分をまとめて翌年の１月10日ま
でに申告納入します。

　源泉徴収選択口座を利用する場合、証券会社等へ源泉徴収選択口座への配当等の
　受け入れに関する届出が必要です。

(4)　特定公社債(国債・地方債・公募公社債・上場公社債など)、公募公社債投資信託の受益権、

　県内に住所を有し、株式会社等から特定配当等の支払を受ける個人（株式会社等を通じて納めます。）

納める額

源泉徴収選択口座を利用する
もの（注）

上記以外のもの

区　分

（源泉徴収選択口座内の特定配当等の額 －
  同口座内の上場株式等の譲渡損失の額）

特定配当等の額　×　５ ％

×  ５ ％

県民税配当割県民税配当割

県民税株式等譲渡所得割県民税株式等譲渡所得割
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